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   塚林美弥子氏博士学位申請論文審査報告書 
 
 早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程院生 塚林美弥子氏は、早稲田大学学位規
則第 7条第 1項に基づき、2020年 2月 4日、その論文「フランスにおける「連帯（solidarit
é）」概念の憲法学的考察 ―「社会保護への権利（droit à la protection sociale）」
論序説」を早稲田大学大学院法学研究科長に提出し、博士（法学）（早稲田大学）の学
位を申請した。後記の委員は、上記研究科の委嘱を受け、この論文を審査してきたが、
2020年 6月 23日、審査を終了したので、ここにその結果を報告する。 
 
Ⅰ 本論文の目的・構成と内容 
（１）本論文の目的・構成 
 本論文は、フランスにおける「連帯（solidarité）」概念を、憲法上の「社会保護へ
の権利（droit à la protection sociale）」との関係において検討することを目的とす
る。連帯論においては、ある特定の個人に降りかかった貧困などの問題について、これ
を個人的責任に還元するのではなく、社会構造によって引き起こされた「システム」の
問題として認識しつつ、問題を偶発的な「社会的リスク」と観念し、社会全体でその負
担を分配しようと試みる。こうしたリスクの「負担」を集合的に引き受けたとき、初め
て社会構成員は各々の「利益」や自由を享受するとされる。 
このような連帯の考え方は、フランスにおいて、単に政策上の理念にとどまるもので
はなく、実定法上の概念としても作用している。例えば、社会保障法典はその冒頭で、
「社会保障は国民的連帯の原理に基づく」と定めている（L.111-1 条）。また、疾病保
険についても、「連帯的（solidaire）な性格を有する」と規定している（L.111-2-1条）。
社会扶助立法のなかには、連帯の名を付して施行されているものも少なくない。ここか
ら本論文は、連帯は実定法上の概念であり、社会保護の実践の原理的指針として作用し
ているとの前提に基づき検討をすすめていく。 
他方で、1946 年第四共和制憲法は、現在も憲法規範性を承認されているその前文の
中で「社会保護への権利」を規定している（前文第 11 項）。上記のように、連帯の概念
が社会保護の実践の原理的指針として作用するものであるなら、「社会保護への権利」
という憲法規範を基礎づけるものとして連帯の概念を想定することが可能であろうが、
フランスでは、憲法学固有の課題として正面から連帯の概念規定に取り組む研究は必ず
しも多くはない。そこで本論文は、フランスにおける連帯をめぐる学説・判例を渉猟し
つつ、連帯が社会保護への権利という憲法規範において持つ意義を明らかにしようとす
るものである。 
本論文の構成は、「連帯」をめぐる問題の所在と用語の整理を行う序章、第三共和制
期における連帯概念の生成と展開を検討する第１章、第四共和制憲法の制定過程の分析
を通じて連帯の「憲法化」を明らかにする第２章、連帯が具体的制度となっていく過程
を、「参入最低所得保障」としてのＲＭＩ制度を軸に検討する第３章、ＲＭＩ廃止後の
「積極的連帯所得保障」としてのＲＳＡ制度を中心に分析する第 4章を通じて明らかに
しつつ、連帯概念の外国人への拡張の可能性を探る第５章を経て、連帯の憲法的意義お
よび課題を明らかにする終章よりなる。 
 
（２）本論文の内容 
第 1 章では、連帯が「公認の哲学」となったとされる第三共和制期（19 世紀末から
20 世紀初頭）の連帯をあとづける。その際、レオン・ブルジョワ（Léon Bourgeois）
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の連帯論に着目する。ブルジョワの説いた連帯主義が「法学的連帯主義（solidarisme 
juridique）」と評されているためである。ブルジョワは、私法における私人間の「準契
約」を個人と社会との関係に転用し、社会構成員の支え合いを単なる道徳上の目標では
なく、厳格な法的な義務へと至らせる論理を提示した。連帯は、他者との積極的なつな
がりを持つことを求め、協働を呼びかけている点で「友愛」や「慈善」などの語に連な
るといえるが、ブルジョワが使った意味では、感情や宗教ではなく、当時における最新
の科学（事実の客観的な観察）により基礎づけられたという点でこれらの概念と性質を
異にするとされる。ブルジョワの連帯論が法学的と評される所以である。ブルジョワに
よって形成された連帯主義の政治路線は、自由主義的個人主義と集産主義的社会主義の
間の第三の道ともいうべきものであり、袋小路に陥っていたフランスの社会問題と、あ
るべき社会秩序像の模索に、理論的かつ実践的な解決をもたらしたとされる。本章では、
ブルジョワの「法学的連帯主義」の具体的内容と、そこから導出される政策的な帰結に
ついて考察している。 
ブルジョワの連帯論の特徴は、「相互的で連帯的な契約」を社会構成員同士で取り結
ぶという提言にある。この「連帯の契約」は、産業化に伴って生じた貧困や公衆衛生、
労働環境の問題を社会的リスクとして集合的に分配することを内容とする。したがって、
たとえば労働災害の被災者が、従来は個人の予見や能力の問題としてその負担をすべて
負うものとされていた自由主義的原理ではなく、社会の進歩によって誰しもが不可避的
に遭遇する職業上のリスクと観念され、これを法によって救済する論理が示されたとさ
れる。さらに、「連帯の契約」においては、「等価性」という「社会的正義」がその重要
な要素となる。すなわち、社会的リスクの負担と利益のサービスの交換においては、一
方が他方より多くの利益を享受する、あるいは、負担の責任なしに利益のみを受け取る
場合、当該契約は「不正義」であるため成立しない。そこで連帯は、当該「正義」に関
する社会的な合意であり、その実践であると考えられている。 
第三共和制期においては「生存権」なるものが法的な権利として明確に位置づけられ
るには至らなかったものの、このブルジョワの連帯論によって、たとえば労災補償や保
険、限定的ではあるが社会扶助の立法が整備され、当時の問題状況に原理的かつ実践的
な解決をもたらしたと本論文は評価する。 
 
第 2章では、ブルジョワの示した連帯論がどのような形で次の時代に継承されたのか、
あるいはされなかったのかについて、その理由や効果を歴史的経緯から明らかにしよう
と試みている。具体的には、「社会保護への権利」が初めて明文で規定された 1946年憲
法の制定過程（前身となる憲法草案を含む）において連帯がどのように位置づけられて
いたかについて、当時の国会議事録などを手がかりにして探っていく。また、フランス
の戦後の新たな社会保障計画（「ラロック・プラン」）の内容を、政策立案者の論考に従
って詳細に跡づけていく。さらに、「連帯概念が公法の領域に根を下ろした」と評され
る契機ともなった、第五共和制（1958 年）の憲法院による各種判決の分析を行う。 
1946年憲法前文第 11項においては「連帯」という文言は直接採用されず、その意味
では憲法において規範的に作用する概念であるとは、少なくとも制憲当時は評価するこ
とができない。また、ラロック・プランでは「国民的連帯（solidarité nationale）」
が戦後フランスの社会保障の究極的な目的として据えられたものの、一体当該「連帯」
が憲法上の生存への権利といかなる関係を有し、またどのような規範的な内容を有する
のかは必ずしも明らかではなかった。 
他方、とくに 1980 年代以降、憲法院の裁判官は社会扶助政策の実施や条件づけにつ
いて、1946年憲法前文第 11項を根拠に、これと連帯とを関連づけながら判断を下すよ
うになる。本論文は、3つの判例に依拠して分析を試みている。例えば、憲法院の裁判
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官は社会扶助の実施（＝構成員の社会的リスクからの保護）を「憲法上の国民的連帯の
要請」と表現し、立法府や執行府の行為に一定のコントロールを及ぼしていく。フラン
スではこうした状況に対し、「連帯の憲法化」や「連帯への権利の承認」などと評価す
る論考がある。第２章では、当該「連帯の憲法化」が一体具体的に何を意味するかにつ
いて検討していく。憲法院裁判官の提示した憲法上の「連帯」とは、憲法上の権利とし
ての「社会保護の権利」の実現に資するよう、第三共和制期の連帯を基礎に、発展的に
継承したものと評価している。新たな様相を呈する問題（「要介護」や「家族的負担」
など）について、社会的リスクの観念の境界をより多くの者をカバーできるように変更
し、そしてそこから生じる負担（およびこれと対になる利益）を構成員全体でより広範
に及ぼそうとするものとされている。 
 
以上の歴史分析を踏まえて、第 3章から、現代的な貧困問題に取り組む具体的制度の
評価に移る。まず、参入最低所得保障（ＲＭＩ）制度である。これは、フランスにおい
てかつてない、「新しいタイプの社会扶助」制度と評価されている。 
ＲＭＩ制度を創設するまで、フランスは「健康な＝就労可能な生活困窮者」への手当
ては実質的に存在しなかった。社会扶助の受給は何らかの「特別な理由」、すなわち「働
くことができない」ということが条件となっていた。だが、戦後から 1970 年代まで続
いた経済成長（「栄光の 30 年」）は終止符をうち、貧困および失業の問題がフランス社
会を覆うようになる。当時の問題状況は「社会的排除」や「新しい貧困」と形容され、
単なる経済的な困窮にとどまらない、社会的紐帯の崩壊という原理的な問題を惹起する
ものとされる。 
この問題を打開するために提唱されたのがＲＭＩ制度である。本制度は、①稼働年齢
層に対する無拠出の最低所得保障を行い、②社会的あるいは職業的参入という政策を実
施するという二点に特徴をもつ。①については、これまで支給の対象とみなされなかっ
た者たちが社会的な手当てにアクセスする権利が承認された点で、また②については、
「排除された」者たちが再び社会において自らの生を営む「場」を獲得することが権利
かつ義務であり、さらに共同体が生活困窮者を再び社会に迎えなおすことが社会全体の
義務であると観念された点で、画期をなす政策であった。そして、これらの原理的な政
策転換を可能にしたのが、連帯概念＝「新たな連帯」だった。ＲＭＩ制度の連帯の「新
しさ」とは、レオン・ブルジョワの時代においては、社会的負担を背負う社会構成員が
「労働者」を措定していたのに対し、ＲＭＩ制度においてはこうした「負担」を担うこ
とすらかなわない者たちがいることを「社会的リスク」と観念し、かれらにふりかかっ
た負担を社会全体で分配するという論理が提示された点に見出せる。また、ＲＭＩ制度
はこれを根拠づける法律の文言において憲法上の社会保障の権利に言及し、憲法との関
係で連帯を編み出すことを社会構成員に対して命じたのであった。 
前述のように、連帯とは、リスクの負担と利益とが正義にかなっているかを常に見直
す、恒常的な作業を伴う特異な性質をもつ「契約」の表現である。ＲＭＩ制度の連帯は、
まさにこのような「問い直し」の作業を憲法上の権利の実現との関係において企図し、
実践したものと評価されている。 
 
第 4章では、ＲＭＩ制度が創設からちょうど 20年で廃止され、2008 年に「積極的連
帯所得保障」＝ＲＳＡ制度へと変更されたことを分析する。ＲＳＡ制度においては最低
所得保障を維持しながら、生活困窮者に対し就労を積極的な義務として課すという変更
がなされており、これもまた連帯を根拠に実行されたという点である。ＲＳＡ制度につ
いては、「問い直し」の結果、政策立案者を含む社会構成員が「合意」した「連帯」に
ついて、これは「積極的連帯」として特徴づけられている。だが、「積極的連帯」にお
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いては連帯がその基本に据えるところの「リスクの集合的な負担」という視点が希薄で
ある点で、利益と負担の「等価性」を欠く可能性が極めて高いことなどが指摘されてい
る。各時代において貧困観や社会保護における個人像はそれぞれ異なり、連帯が恒常的
な問い直しを伴う以上、社会における貧困観・個人像を再定位し、社会秩序をあるべき
姿へと変更することは当然に予想される。だが、本論文が繰り返し確認するように、連
帯によって不可欠な要素は社会構成員同士の負担と利益の「等価性」の創出である。そ
うであれば、社会的リスクの負担を特定の個人に強いることで貧困の解決を企図するＲ
ＳＡ制度が、連帯の条件を満たしているか否かには強い疑問が残るとされる。 
 
 第 5 章では、連帯の対象となる構成員の範囲が自明ではないことを踏まえて、「社会
保護」にアクセスできる主体の問題に踏み込む。その具体的な素材が、非正規滞在の外
国人労働者の問題である。現行のフランス社会保護制度においては、非正規滞在の外国
人がアクセスできる手当ては極めて限定的である。本章は、このような措置の講じ方が
妥当か否かを連帯の観点から検証していく。 
 連帯の規範は、一貫して社会における構成員同士の「相互依存関係」という客観的事
実を出発点に据える。互いが時間的・空間的に自分以外の者に依存し、協働しながら、
自らと社会とを発展させているという事実の確認である。そして当該「事実としての連
帯」は、「社会的連帯」という「正義」の実現を志向する規範的な作用へと移し替えら
れる。「相互的で連帯的な契約」を締結し、社会的なリスクを相互化することで、「負担」
と「利益」の公平な分配の在り方を模索する。 
 したがって、フランス社会で生活を営み、労働に従事する外国人労働者にとって社会
保護へのアクセスについて乗り越え難い障害があるとすれば、そのような一種の「つな
がり方」が妥当か否かは、実は連帯から検討の余地がある問題だということにある。出
自が異なるとはいえ、フランスでフランス人と共に生きることを選択し、戦後の経済成
長を支え、現在も就労などを通じ社会を下支えしている多くの非正規滞在者を、社会保
護が依拠する連帯の規範から外すことはできないと主張する。 
 
 終章では、本論文の結論と残された課題が提示される。本論文の結論は、第一に連帯
概念が浮き沈みを繰り返しながらも、着実に法的な性格を帯びるものとして鍛え上げら
れ、現在では憲法上の社会保護への権利において作用する極めて公法的な性格を帯びる
ものであるということである。その理念は第三共和制期にレオン・ブルジョワによって
提唱され、それが第四共和制憲法前文における「社会保護への権利」としての憲法規範
化を経て、現在の第五共和制における憲法判例や現実の社会保障制度の中に取り入れら
れていき、フランス社会に定着したという意味で、フランスにおける「社会保護」につ
いて語るためには必須の概念となっているとされる。第二に、連帯の規範的な性格は、
常に具体的な社会保護の実践を参照して検討しなければならないとされる。連帯におけ
る「相互的な契約」は、常に社会におけるリスクの表出の仕方、貧困の形態などに応じ
て問い直され、新たな合意の調達を備える性質を有するものであると結論づけられる。 
なお、本論文は、連帯の契約において遡及的に合意した「ルール」が破られた場合、
立法府や執行府に対してそのことを憲法に適合しないと主張し、正当化できる程の厳格
な統制力を連帯は有するか、憲法上の連帯における譲れない一線はどこに見出されうる
か、さらに憲法上の「社会保護への権利」の法規範性のさらなる明確化について解明を
進めていくことを今後の課題として挙げ、叙述を終わる。 
 
Ⅱ 本論文の評価 
「連帯」は、フランスにおいて、社会科学、人文科学、政治的言説、ジャーナリズム、
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そして個人の私的な発言においても広く流布してきた言葉である。日常語としての「連帯」
は柔軟な外延をもち、かつ聞き手に好感を与える語彙であり、そのぶん話者にとっては便
宜であるから、漠たる概念のまま放置されるおそれのある用語でもある。コロナ危機にお
けるマクロン大統領の有名なテレビ演説（2020 年 3 月 16 日）では、国民に自由の制限と
負担を求めるに際して、「世紀を超えた新たな連帯を生み出し、深く連帯し続け、連帯を更
新すること」という表現が用いられている。本論文は、このような「連帯」を学術用語と
して明確に捉え、それを憲法上の「社会保護への権利」の基礎にある思想の鍵概念として
位置づけ、さらに「連帯」が目的とする正義の実現例を具体的な法制度の分析を通じて提
示することにより、「連帯」概念の憲法学的解明を試みようとしたものである。本論文の功
績は何よりもこの点にあり、「連帯」が憲法学における有意な概念としての可能性と将来性
を持ち得るものであることを明らかにする貴重な一歩ということができよう。 
 
 本論文が高く評価されるのは、第１に、本論文の前半部分（第 1 章と第 2 章）において、
「連帯」概念が「憲法上の権利において作用する概念」という意味で「憲法化」されるま
での過程を、第三共和制期における「法学的連帯主義」と評されるレオン・ブルジョワの
理論と実践の詳細な検討を通じて、また、「社会保護への権利」が前文のなかで規定される
に至った第四共和制憲法の制定過程の議事録なども渉猟しつつ、さらに、第五共和制期の
憲法院が、社会扶助政策の実施やその条件づけに対する合憲性判断を「連帯」と関連づけ
ている判例などに着目しながら、明らかにしたことだろう。第四共和制憲法の制定過程の
議論に深く立ち入り、そこから「社会保護への権利」の条文化の背景に「連帯」の思想が
垣間見える痕跡を、緻密な方法で追い求める姿勢は高く評価される。また、判決理由にお
いて「連帯」に言及した憲法院判決を、審査対象となった法律の内容を踏まえた上で詳細
に分析し、憲法院が抱いていたと考えられる「連帯」像、および「連帯」の「憲法化」の
意味について独自の見解を示した点には、「連帯」に関する法学研究の水準を高めようとす
る論者の積極果敢な姿勢を見て取ることができ、本論文の学術的貢献と評価しうる点とい
える。 
 第２に、本論文の後半部分（第３、第４章）において、憲法的価値を獲得した（と論者
が主張する）「連帯」が、社会扶助立法の上位規範としていかに作用するのかを、具体的な
制度とその運用を通じて明らかにしようと試みた点も評価できる。「参入最低所得保障」と
しての「ＲＭＩ制度」が、「社会的紐帯の崩壊」をもたらすような貧困状況に対応すべく創
設された背景や制度の内容、さらにその意義と限界に至るまで子細に分析されている点も
重要である。20 年でこれが廃止され、「積極的連帯所得保障」としての「ＲＳＡ制度」に転
換していく際に、「生活困窮者に対し就労を積極的な義務として課す」という変更が「連帯」
を根拠になされ、その際、それは「積極的連帯」というそれまでとは異なる「連帯」の概
念によって特徴づけられるものと分析されている。従来の研究が両方の制度のそれぞれの
紹介に重点を置いていたのとは区別されて、本論文は両者をつなげて、「連帯」のある種の
具体化の過程として描き出したのは新しい視点といえるだろう。 
 第３に、「連帯」の対象となる構成員の範囲が自明ではないことを踏まえて、「社会保護」
にアクセスできる主体の問題に踏み込んだ点も注目される。その具体的素材として、非正
規滞在の外国人労働者の問題に取り組んだことはチャレンジングといえる。現行のフラン
ス社会保護制度においては、非正規滞在の外国人がアクセスできる手当ては極めて限定的
であるが、第５章でこのような措置の講じ方が妥当か否かを「連帯」の観点から検証して
いくという姿勢は、従来の研究にはなかったものであり、高く評価される。 
 
だが、このようにすぐれた本論文にも問題がないわけではない。 
 第１に、「連帯の憲法化」そのものにかかわる問題である。「国民的連帯の要請」が憲法
上のものと性格づけられ、憲法的価値を得たとしても、その規範としての性格や実質につ
いては注意が必要である。「連帯」が目指す正義、つまり社会のモデルが、憲法院または学
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説によって十分に定式化されたとまではいえない状況のもとで、論者がまさに指摘するよ
うに、「連帯の実現に資する社会的紐帯の在り方はどのような姿をとるのか」、そして「憲
法上の連帯における譲れない一線とはどこに見出されるのか」という課題が問われ続けて
いる。「国民的連帯の要請」という規範内容の客観性をいかにして確保していくか。本論文
がいう「憲法上の権利において作用する概念へと法的に磨き上げられた」と結論づけるま
でには、なお検討の余地があるようにも思われる。 
第２に、「連帯」の規範化の度合いに関しては、それが市民によって援用可能かという視
点から考えてみることも必要だったのではないか。本論文が検討した憲法院判決はいずれ
も 1958 年以来の事前審査の枠内で出されたものであるが、2008 年に導入された事後審査
（優先的憲法問題 question prioritaire de constitutionnalité（QPC）の手続き）の枠内で
出された判決も検討してほしかった。これは、通常裁判所における訴訟当事者が憲法問題
（いわゆる違憲の抗弁）を提出することに基づいてなされる法律の審査であるから、例え
ば市民が憲法規範としての「連帯への権利」を援用して法律の違憲性を主張する場合には、
当該憲法規範の内容の確定が第一に問われるはずであり、そのような事例の有無を調査す
ることも、「連帯」が「法的に磨き上げられた」段階に達しているかどうかを見極める有力
な根拠となるはずだからである。 
 第３に、本論文は、「連帯」の思想が憲法に、社会保障法に、また移民法に対して及ぼし
た影響を分析するという構想のもとにまとめられたならば、統一的な構成をもちえたであ
ろうが、憲法学的方法を最初に掲げたことによって、行論の半ばにして視点の不統一の感
を生じてしまったことは否めない。「フランスの連帯論を憲法学固有の主題として扱う」と
いう本論文の挑戦的でかつすぐれた面が、しかし、それゆえに、論文全体の体系的なまと
まりという点において、なお課題を残したように思われる。また、「連帯」概念の可変性を
指摘することは、「連帯」の理念を社会保障・社会保護政策として具体的に実現する際の立
法裁量の余地が大きいことを認めることにつながることにはならないか。さらにいえば、
本論文では、外国人に対する「共和国の原則を通じた統合」が批判的に言及されているが、
単なる「外国人の権利の拡充」を志向する「博愛主義」は、社会保護の対象を無制約に拡
大する可能性を有するため、社会保護の権利性を弱め、「連帯」概念の規範性をかえって希
薄化させる結果とはならないかという問題もある。 
  
 とはいえ、以上のような問題点はありつつも、これまで十分に解明されてこなかった分
野に果敢に切り込んだ論者の姿勢は高く評価されるべきであり、「連帯」概念への憲法学的
アプローチの開拓者としての論者の貢献はきわめて大きいというべきであろう。論者が提
起した今後の課題は、そのまま憲法学自身の課題でもある。ここで指摘したさまざまな問
題点は、本論文全体の学術的価値をいささかも損なうものではない。 
 
Ⅲ 結論 
以上の審査の結果、後記の審査員は、全員一致をもって、本論文の提出者が博士（法
学）（早稲田大学）の学位を受けるに値するものと認める。 
  
 
 
 
 2020 年 6月 23日 
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 審査員 
   主査  早稲田大学教授 博士（法学）(早稲田大学）  水島 朝穂（憲法） 
                  
                                                                           
  副査  早稲田大学教授  博士（法学）（早稲田大学）  中島  徹 （憲法） 
 
                                                                           
早稲田大学教授  博士（法学）（早稲田大学）    大橋  麻也（フランス法） 
 
                                                              
早稲田大学准教授                       江原 勝行（憲法） 
                                             
                                            
 
 
 
 
 
【付記】 
  本審査委員会は、本学位申請論文の審査にあたり、下表のとおり修正点があると認め
たが、いずれも誤字・脱字等軽微なものであり、博士学位の授与に関し何ら影響するも
のではないことから、執筆者に対しその修正を指示し、今後公開される学位論文は、修
正後の全文で差し支えないものとしたので付記する。 
 
 
                         博士学位申請論文修正対照表 
 
・1 頁 注 3 soldarité→ solidarité 
・3 頁 注 6 soldarité→ solidarité 
・4 頁 注 9 Decouverte→ Découverte 
・4 頁 注 9 仏用語→ 日仏用語？ 
・6 頁 18 世紀後半の革命期→ 18 世紀末の革命期 
・7 頁 注 18 soldarité→ solidarité 
・9 頁 道徳的債務→ 道徳的義務 
・10 頁 注 25  creation→ création 
・11 頁 collélative→ corrélative 
・12 頁 Fates-moi vivre→ Faites-moi vivre 
・12 頁 当面的に先送り→ 当面先送り 
・12 頁 établissement general→ établissement général 
・13 頁 公的扶助は神聖な負債である→ 公的救済は神聖な負債である 
・14 頁 ボルジェットおよびラフォール（Robert Lafore）→ ボルジェットおよびラフォー
ル（Michel Borgetto et Robert Lafore） 
・16 頁 注 62 soldarité→ solidarité 
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・16 頁 注 63 soldarité→ solidarité 
・17 頁 注 66 soldarité→ solidarité 
・20 頁 負債者→ 債務者（訳語選択の裁量の範囲内だが、「債務者」との差異化を特に意識
したのでなければ、débiteur は「債務者」とするのが私法上は一般的であろう） 
・22 頁 負債者→ 債務者 
・26 頁 注 122 societé assurancielle→ société assurancielle 
・33 頁 注 158 équilibre sociale→ équilibre social 
・57 頁 注 254 assistance public→ assistance publique 
・70 頁 注 308 droits et liberté→ droits et libertés 
・71 頁 注 311 soldarité→ solidarité 
・75 頁 solidarité partielles→ solidarité partielle または solidarités partielles（確認） 
・75 頁 tout personne→ toute personne 
・76 頁 注 323  Jacque→ Jacques 
・110 頁 Hirsh→ Hirsch 
・111 頁 Code de l’action social et des familiales→ Code de l’action sociale et des 
familles 
・112 頁 Personalisé→ Personnalisé 
・114 頁 grand formation→ 原文確認 
・118 頁 Economique→ Économique 
・121 頁 連帯論おける→ 連帯論における 
・121 頁 採用してはない→ 採用してはいない 
・12 頁 注 560  Quand l’adaministration fait de la residence→ Quand l’administration 
fait de la résidence、Drole→Drôle 
・132 頁 Le Pan→ Le Pen 
・133 頁 注 576 regroupement familiale→ regroupement familial 
・140 頁 注 603 Alinéa11→ Alinéa 11 
・142 頁 注 608 Alinéa11→ Alinéa 11 
・145 頁 負債者→ 債務者 
・146 頁 負債者→ 債務者 
 
